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1．はじめに
　日本の繊維産業は、1985年のプラザ合意以後
急激な円高やアジア諸国での繊維産業の急成長
に伴い、グローバルな厳しい競争下におかれて
きた。さらに、1995年のウルグアイ・ラウンド
繊維新協定は2004年末までに繊維貿易をガット
の規律に統合し、自由化を促進するものであり、
日本の繊維産業はさらに厳しい国際的な競争に
さらされることになり、載後最大の革命的な構
造変革が必要とされている。ユ998年6月繊維産
業審議会合同部会・産業構造審議会繊維部会合
同会議は中間とりまとめを発表し、3点の深刻
化している問題点を指摘した。
①市場主導の時代と相容れない高コストで非
　　効率な供給体制の残存
②消費者への感応度の高い体瓢即ち、マー
　　ケットイン体制の構築に向けた「クイック
　　レスポンス（QR）」が必要
③消費者との関係における新しい価値の創造
　　が脆弱であり、クリエーション（価値の創
　　造）を育む産業の仕組みが不完全
　これを踏まえて、改革の方向づけを次のよう
に示している。
　（1）消費者とともに価値を創造する仕組み
　　の構築
　（2）アジアを軸とする世界の繊維産業とし
　　ての発展　　　　　・
　（3）ニューフロンティア市場、即ち、新感
　　覚ファツション素材s環境調和型の繊維
　　素材、情報、医療、福祉分野での新しい
　　用途などの拡大による基幹産業としての
　　基盤の整備・強化
（4）やる気のある産地企業の自立的・持続
　　的発展と産地集約の高度化
（5）人材の確保・育成
　日本の繊維産業は今なお高い技術力を保持し
ていることより、環境調和を目指して高付加価
値の繊維製品の生産が求められている。これま
での日本の繊維産業の状況と課題について既に
報告した1）。ここでは、新潟県のアパレル産業
について、イタリア産地との比較を行い、五泉
のアクションプランを基に取組みの実態を把握
し、循環型社会の実現に向けて、環境政策との
関連性について論じる。
2．イタリア産地の特徴
　表王に平成6年（1994年）のイタリア中北部の
カルビ市と五泉市の企業規模の比較を示した2）。
カルビの場合9人以下の企業が約88％を占める
のに対し、五泉の場合10人以上の企業が約87％
を占めるという大きな違いが見られる。五泉に
おける平成14年の組合員数および企業規模を表
2に示した。組合員数及び従業員数は滅少し、
企業規模で9人以下の謝合が増加し、IOO人以
上が減少したものの、10人～99人の中問構造の
変化はわずかである。
　また、イタリアにおける生産構造は図ユに示
したような「星型」といわれる小企業中心の生
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表1　カルビ市及び五泉市の企業規模の比較
カルビ市 五泉市
人　　　口 60ρoo人40，000人
ニットに従事している人 9250人4，500人
企業規模　　　9入以下 87．5％ 13％
10人～49人 12．2％ 48％
50人～99人 O．7％ 23％
100人以上 16％
（五泉ニット工業協同総合撫盟魏業所88社のデータ）
表2　平成14年の五泉ニット工業組合の企業規模
組 合
?
数 48
従
? ? ?
1βOO人
企業規摸 9人以下 七27％
10人～49人 46％
50入～99人 25％
旬o人以上 2％
産システムであll　，自社で新製品のコレクショ
ンを企醸し、クライアントが提案しオーダーを
とる企業群（自前企業）と生崖工程を一つ又は
いくつか行う企業群に分かれている3｝。
　さらに、産業と行政・地域との関係が密接で
あるのも大きな特徴といえる。第一に、女性が
働きやすい環境が整騰されており、3歳から6
歳までの幼児については、全員が市営の施設に
収容可能である。次いで、州立の繊維情報セン
ターが設立されていることである。企業の必要
とする情報・知識・ツールを与えることが重要
であるという認識に立ち、具体的な活動領域と
しては、ファッショントレンド、消費市場、技
術闇発である。さらに、人材育成が積極的に行
われている。職業教育センターでは、国内外の
専門家を招膀し、若者向けや企業人対象のコー
スを設けている。企業人対象講座では、商品企
画、コンピューター編み機の使い方、ニット
CG｝CAD・CAM、品質管理専門家、商品サ
ンプル制作コーディネーターの養成などを行っ
ている。アパレル製品経営者協会も設立されて
おり、企業、組合問の契約・交渉の伸立ち、（2）
コンサルタント（税、法律問題、マーケティン
グ、売掛金の回収）、（3＞輸出企業を介しての
プロモーション事業、（4）従業員斡旋、（5）保
険、税関、金融のコンサルタント業務、（6）資
料の翻訳、（7）定期刊行物発行等の情報提供を
担っている。
　イタリアファッションを支えているのは、モ
デリスト（modelista）の存在が大きいと言わ
れている。デザイン画以後の量産までの業務を
工場に常駐するモデリストが一貫して担当し、
コスト、素材の選定と調達、型紙、構造と縫い
方などの仕様を決定するe即ち企画から生産ま
で、自国の文化に自信を持つモデリストが全て
担うシステムは、世界のファッションをリード
する原動力と言える。また梶原4〕は、イタリァ
モデルが必然的に特注品・特殊品（色、スタイ
ル、使い勝手を個入の嗜好に合わせた数値で測
られないもの）を売りさばくニッチマーケット
であることを指摘している。また、従来のモデ
ルとは異なる直営店や小売店への直接販売であ
り、家族資本であり、独立企業としての自負が
あり、感性をもの作りに生かすのは人であると
STAR　CO卜韮C韮…PT （星型の小企業中心の生産システム）
……一一一一一一一一一 舶ｪの生産を受け持つ
………一一…一一一一一一一一一・t ﾆ自のブランドを持つ企業
　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　　　　頭脳部分
　　　　　　　　　　　　　　企画
　　　　　　　　　　　　　　マーケティング
　　　　図1　星型生産構遣
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いう考え方が基本になっていると述べている。
3．ファッションビジネスと五泉アクションプ
　　ラン
　南によればファッションビジネスにおける課
題とは、「同調と差異化行動、さらに陳腐化の
サイクルをどうビジネス・システムに組み込む
か」であるとしている5）。しかし、ファッショ
ントレンドの予測に商品のデザインを適合させ
ることは、ファッション産業にとって有効な手
段であることに変わりがないが、ファッション
トレンドを的確に予想することは容易ではない
ことも指摘されているS）。現在の成功モデルと
して、「ラルフローレン」、「トミーフィルフィ
ガー」があり、「脱ファッションの方向」で、
毎年過去の製品を陳腐化させることを否定し、
古くならない定番型のファッション製品を主力
としているという5）。また、小売段階での情報
を製造にフィードバックさせることが可能とな
ってきており、これを業態特性としている
SPAi・ti）の活躍が目立っている。典型例としの
ZARAは、スペインのファッション・アパレ
ル・グループ、Inditexの製造・小売チェーン
である。ZARAの縫製システムは、縫製等の品
質が犠牲にされているものの、その速さに特徴
がある（図2＞。グローバルに店舗を展開しな
がら製品の90％を全店で売り切り、1週間に2
回配送という在庫回転率の高さを実現している
と言われている。ZARAの商品の特徴として、
いわゆるカジュァルウェアといった定番品では
なく、ハイファッションの廉価版を志向してお
り、単一アイテムを大量に市場に出さず、人気
スタイルをアップデー一　Fするか、ミックスする
ことでコーディネート自体を提案しているとさ
れる。
　これまで述べてきたように、ファッション産
業が取り組むべき課題が山積しているが、福井
は、産地が行うべき項目として、次のような項
目を挙げている〒，。
①世界・海外への共同対応
②企業のネットワーク化、グループ化、統業
　　イヒ、　資本1莫」係イヒ
③人材の積極的な育成
④製品／商品の共同研究と開発
⑤共同したイベントやプロモーションの展開
⑥新たな成長のモデルの形成
⑦環境問題への共同した取組み
⑧都市イメージ、地域イメージの高揚
　五泉産地では、競争力に優れた産地となるた
めのアクションプラン8）を作成している。蛯名
は9，、新潟県のニット産業の課題はOEM
（Original　Equipment　Manufacturing）製造の
打破におかれるべきであると指摘し、五泉産地
での試みは、日本の繊維産業全体の活性化に貢
献できることを期待している。図3にその概念
図】ωを示した。
　図3は、アクションプランの総括的モデルで
あるが、具体的取組みとしてのビジネスモデル
（5週間一）（：璽：）⑧
図2ZARAの製造システムと従来型の比較
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世界に向けてニツ
トファ・ンションを
発信できる産地 五泉産地が目指す目標
感性や文化性での満
足感を追求する消費
者をターゲット
　消費者に付加価値の高い商品と満足感を提供できる
競争力に優れた自立した産地を目指し、生き残りを図る。
高級品歴地として
飼内　を　代表
高度な技術力を持
つ閣連楽種の集積
＝
・トータルコスト構造の改革
・独自の商品企画開発力強化 取り組む課題
・市場へのアクセス（販売営業力の強化等）
市場ニーズに
即応できる生
産体制の構築
自立した企業に変貌する
た酌の厳しい自助努力
パイロット
ショップの
開設・展開
　企業の経営努力
　先進ビジネスモデル
　　　　　への挑戦
く先進ビジネスモデルへの転進例〉
・アパレルとの下請関係から対等のパ
ートナー関係を持つモデルへの転進
・アパレル機能を取り込みリテール（小
売）と直接取引するモデルへの転進
・リテール機能までを取り込み市場に
直接アクセスするモヂルへの転進
企業間ネットワーク化
による産地lT武装
デザイナー等の人材育成
自社ブラ
ンド化へ
イベント・展示会への積極参加
ニーズの
把握、販路
拡六へ
組合主体の支援策
・経営者の意識改革の推進
Eパイロットショップ開設支援
Eヂザイナー等の人材育成支援
E技術力高度化への支援
・産地ブランド直販事業の開催
E消費者提案型商品の開発事業
Eジャパンクリエーション参加支援
E各種展示会への出展サポート
・産地インターフェース
¥フトの開発
E企業間ネットワーク化支援
ElT環境の整備支援
E産地1†コミュニティー創設
図3五泉産地　地場産業振興アクションプラン概念図　’
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は、五泉産地地場産業振興アドバイザーである
水野紘之介氏によって提案されている11｝。特に
生産・流通に関わる企業または人による機能の
分担の仕方によるビジネスモデルを類型化して
いる（図4）。水野氏は、これまでの生産・流
通構造の複雑・多層化によるトータルコストに
占める流通の高コストに対しメーカーの意識改
革を強調している12｝。すなわち、「わが国のモ
ノ造り産地が抱える問題の本質は、高度成長期
の長きにわたり、産地全体が本来のモノ造り企
業としての自主性と主体性を裏失し、下請け作
業に偏してしまったことによる競争力の脆弱化
にある」と指摘した。そのため、8社が共同で
「ファイブスプリング」を設立し、東京広尾に
パイロットショップを出店した（図4V型）。
コンセプトは、ベーシックでクオリティの良い
商品を合理的な価格で提案することである。こ
こでト　一一タルクオリティ（TQ＞とは、物理的
Quality、感性的Quahty、環境的Quality、サ・一一一
ビスQuality、ブランドQualityの総和であり、
顧客の容認価格（AP）と市場での絶対的強み
を有する価値（V）との関係は、V＝TQ÷AP
で表され、Vを大きくするためにはTQをいか
に大きくするか、またAPをいかに小さくする
かにかかってくる。この関係を実現させるため、
高品質の糸をイタリアの紡綾工場から直接入手
している。さらに、メーカーと小売業が二者で
生産流通の全ての機能を応分に分担する「IV
型」、メーカー、中卸またはレップili3、小売業
が応分の機能を分担する「llまたは肛1型」への
取組みをするためのプロジェクトもつくられて
いる。
　このように、「顧客志向」への転換をはかる
ために動き出しているが、もう一方での社会的
ニーズである「循環型社会の実現］への対応も
ビジネスモデルに不可欠な要素と考えられる。
次節では環境対応との関係を議論することにす
る。
4．環境政策との関連
　循環型社会の実現に向けてec’eな法的整備が
進んでいる。容器リサイクル法、家電リサイク
ル法、建設リサイクル法、食品リサイクル法、
グリーン購入法が施行され、2年後には自動車
もリサイクルしなければならなくなる。平成13
年度経済産業省委託調査13｝を基にした試算凶
では、繊維製品についてはN再使用として譲渡
66千トン、バザー・ブリマ14千トン、リサイク
ルショップ18千トン、中古衣料輸出70千トンと
なっているが、再商品化率は約12％といわれて
いる。リサイクルの観点から、このレベルは極
めて低いといわざるを得ないが、使用されてい
る素材の複雑さを考慮すると理解できるレベル
でもある。繊維製品の場合、異種の繊維を混紡
することが多く、異なる素材の裏地、芯地、ボ
タン、ファスナーなどの付属品が含まれ単一材
???????
1型〔i三∋ ・暫雛
理〔三コ〔璽璽翻 癒難・
皿型 〔メーカー〕團睡垂麹
］Sv7’型 ［三コ臣璽勢
V型
図4機能分担によるビジネスモデルの類型
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料で構成されることはない。材料的には、最近
生分解性繊維であるポリ乳酸繊維を使用した商
品の開発が展開されている。材料的な側面から
のみ循環型社会の構築を考えると、大ゴi上消費、
大量廃棄の繰り返しになりかねない。家電リサ
イクルの経緯を考えれば、リサイクルできるよ
うに材料はもとより部品の設計を根本的に変え
る発想がある。筆者らは、結局ライフスタイル
の社会的変革こそが決め手であると考える。す
なわち3RのうちReduceが最優先され、「良いも
のを長く使用する」とういう考え方に変えてい
くべきである。前述した五泉のパイロットショ
ップでは、35歳の妻と38歳の央をメインターゲ
ットにしている。すなわち、モノの価値を理解
できる人、ファッションをある程度経験した
人々を対象としており、短期間に安価なものを
追従することを避けていることは意義あること
と思われる。同様の考え方は、アパレル産業協
会の取組みでも見られ、木田15）によれば平成
13年度に「アパレル・リサイクル・ネットワー
ク（ARN）」の立ち上げに向けた検討を行った
と述べている。取り組む姿勢としての、「アパ
レル商品はファッション商品でもあるので、物
理的、化学的にリサイクル出来るだけでは意昧
が無く、感性的にも満足できる物でなければな
らない」は極めて重要なコンセプトである。さ
らに、ARNの組織と機能の検討に平行して、
りサイクル配慮商品設計基準と図4のような
「エコメイトマーク」を決定している。しかし、
資金徴収の方法、アパレル回収、小売業との調
整など課題も多いと言われている。したがって、
繊維リサイクル法の成立を急ぐ必要があり、そ
匿COMA開
図5　「エコメイト注2」マーク
れに向けての企業努力をしながら、循環型社会
の一端を担わなければならないと考えるが、一
方で法制化への問題も指摘されている。すなわ
ち、アパレル業界の申小企業比率、複雑な業界
構造、多種多様な製品構成、輸入増大等の要因
が実効性を低くし、故繊維業界の弱体化や大型
消化用途の不存在、効率的回収拠点・ルートの
未整備などがあげられている。しかし、ザ・ウ
ール・カンパニーを中心にトーア紡をトップと
したウールのリサイクルは年間50万着規模に成
長した例16）もあり、前節までに述べたように
生産から流通までの変革を迫られている今日、
環境に配慮した商品は国際競争力強化の一因と
なると考える。幸いにも五泉産地の技術的水準
は世界に冠たるものがあり、素材も天然材料で
ある絹、綿、麻が中心であるため容易に循環系
に組み込まれ、残る付属品を生分解性材料に置
き換えることができれば「エコ商品」であるこ
とが表示可能となり、商品価値の増大に寄与す
るものと考えられる。新潟県の繊維産業は様々
な素材を使用しており、今後薪潟産地全体を考
慮した「環境に優しい商品」の展開も視野に入
れていくべきであろう。
5．おわりに
　従来の日本の繊維産業の構造は、製造卸売り
企業を中心として、流通段階が複雑で、リスク
分散型であった。しかし、東南アジアの繊維産
業は生産力、品質管理力、及び人材能力などが
向上し、日本との格差がなくなってきた。また
インフラが整備しつつあり、すべての面で柔軟
に対応できる体制が出来上がっていると言われ
ている17｝。したがって、海外ではできない、日
本独自の高付加価値素材、商品の開発と生産で
きる体制及び対応力づくりや欧米への輸出にも
対応できる、グローバルな品質の構築と組織体
制づくりが一層求められる。
　一方、循環型社会の構築も視野に入れる必要
があり、ユニクロに代表される、安価な商品の
・大最生産、大猷消費から脱却する必要がある。
「デザインとともに高品質の商品を長く使用す
る」といったライフスタイルに変える啓発と同
時に企業努力を含めた「繊維リサイクル法］の
成立の後押しが求められると考えている。
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